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論 文 内 容 要 旨          
 本研究は，大規模地震における宅地造成地の防災・減災を目的として，2011年東北地方太平洋沖地震における
仙台市の宅地造成地の被害分析と耐震性評価を行ったものである。同地震では，台地・丘陵地を切土・盛土して
造成した宅地造成地において，宅地・木造住宅・ライフライン等で甚大な被害が発生した。このような宅地造成
地の地震被害は，1968年十勝沖地震で初めて確認されてからその後の大規模地震の度に発生し，大規模地震が都
市部で発生するとその被害も大きい。我が国は地震大国であり，今後発生するおそれのある大規模地震への防災・
減災対策として，宅地造成地の地盤リスク評価と，宅地造成地の防災・減災方策の2つの課題の解決が求められ
ている。 
 宅地造成地の地盤リスク評価の課題に対しては，第1に，切盛図を用いて，その図面精度から切盛境界の範囲
を切土盛土厚さ2.0ｍ以内と設定し，設定した地盤区分（切土・盛土・切盛境界）において宅地被害率および木造
建物被害率に明瞭な差が認められるかどうかを検証した。その結果，切土盛土厚さ 2.0ｍの範囲内における宅地
被害率は約5％を示し，盛土の被害率（約8％）と切土の被害率（約2％）とは異なる被害率が得られ，木造建物
被害率でも同様な結果が得られた。 
 第2に，切盛図を用いて，切土・盛土・切盛境界の各地盤上における宅地および木造建物の被害率を分析した。
宅地被害と木造建物被害の関係については，切土上の無被害宅地における木造建物被害は「建物の耐震性に起因
する被害」，盛土または切盛境界上の無被害宅地における木造建物被害は「建物の耐震性と盛土地盤の地震動増幅
に起因する被害」，盛土または切盛境界上の被害宅地における木造建物被害は「建物の耐震性，盛土地盤の地震動
増幅，盛土地盤の変状の3つの要因が単独または複合して発生した被害」と見なすことができ，それぞれ，被害
全体の約0.8％，約3.5％，約55％を占めることがわかった。このことから，木造建物（全壊）被害は盛土地盤の
変状による影響を大きく受けているものと考えられる。また，宅地造成地における宅地および木造建物の被害率
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は，高い方から順に，盛土，切盛境界，切土であり，宅地および木造建物の盛土地盤上の被害率は，切土地盤に
比較して2倍以上高いことが明らかとなった。切土よりも盛土および切盛境界の被害率が高い理由は，盛土の変
状や盛土の地震動増幅の影響が考えられる。切盛境界を含む盛土造成地の被害要因は，（1）谷埋め盛土の滑動に
起因するもの，（2）腹付け盛土の滑動に起因するもの，（3）切盛境界に起因するもの，（4）のり面の安定性不足
に起因するもの，（5）擁壁の安定性不足に起因するもの（6）緩い盛土状態（揺すり込み沈下）に起因するもの，
（7）地盤の液状化に起因するもの，の7つの要因に分類できる。このため，盛土の被害率の方が切盛境界よりも
高い理由については，盛土の被害は上記7つの要因のうち切盛境界に起因する要因以外の6つの要因が，単独ま
たは複合して発生している事例が多かったことが考えられる。 
 第3に，宅地被害や木造建物被害に影響を及ぼす要因として地震動特性（計測震度，PGA，PGV），地盤特性
（造成年代，現地盤勾配，旧地形勾配，盛土厚），建物特性（建築年代）を選定し，各要因と被害率の関係を地盤
区分（切土・盛土・切盛境界）別に分析した。地震動特性のうち，計測震度は木造建物被害と高い相関性が得ら
れた。地盤特性については，宅地造成地の甚大な被害地区の地盤状況は，非常に緩い締固め状態（締固め度85%
未満，N値4以下），地下水位が高い（GL-4m以浅），地表面の勾配が急である（6度以上），といった特徴が共
通している。このような地盤状況の場所は，仙台市が宅地造成等規制法による宅地造成工事規制区域を適用した
昭和 40 年以前の造成地で多く確認された。このことから，甚大な宅地被害箇所は，宅地造成に関する基準がな
い時代の宅地の品質が低い場所で多く発生したことが推測される。造成年代による分析結果では，1965（昭和40）
年前後で宅地および木造建物（全壊）の被害率に明瞭な差が認められるが，1989年の宅地防災マニュアル制定と
2006年の改正宅地造成等規制法（耐震基準制定）との関係は認められない。このことから，宅地造成等規制法の
適用による宅地地盤の品質向上が被害率に影響を及ぼしているものと考えられる。現地盤勾配については，宅地
および木造建物（全壊）の被害率との相関性は高い。これは，現地盤面の傾斜が急になるほど盛土の滑動に対す
る安定性が低くなることから，現地盤勾配に比例して盛土の滑動に起因する変状被害が発生した可能性が考えら
れる。旧地形勾配については，宅地被害は勾配が概ね 10 度以上で被害率が大きくなる傾向（特に切盛境界で顕
著）が認められることから，地山との境界面をすべり面とする盛土の変形が発生した可能性が考えられる。盛土
厚と宅地および木造建物（全壊）の被害率との関係は，盛土厚が6～8m付近までは盛土厚に比例して被害率が増
加する傾向が認められるが，それ以上の盛土厚では相関性が認められなかった。これは，宅地造成地の被害の大
部分はひな壇の変形被害であったことと整合しており，盛土厚さに関係なく盛土上部の緩い領域が変形したこと
が考えられる。木造建物の建築年代と被害の関係については，現行の耐震基準が制定された昭和56年（1981年）
前後で被害率が大きく異なるが，切土地盤に比較して盛土および切盛境界地盤ではその傾向がさらに大きい。こ
れより，盛土および切盛境界における地盤の変状の影響が大きいことが推測される。 
 第4に，木造建物の被害率について，多重ロジスティック回帰分析により同じ計測震度で調整して解析し，地
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盤区分（切土・盛土・切盛境界）別の推定被害率を求めるとともに，各地盤区分の被害率を比較した。また，計
測震度レベルに応じた木造建物の推定被害率（フラジリティー曲線）を，宅地造成地の地盤区分（切土・盛土・
切盛境界）別と，被害区分（全壊，大規模半壊以上，半壊以上）別の組み合わせで求めた。切土地盤の建物被害
率（全壊）と同じになるときの盛土の計測震度は切土地盤の計測震度よりも0.8小さい震度，切盛境界では同0.6
小さい震度の関係が得られた。この関係は，今回得られた計測震度の範囲（5.2～6.0）内ではどの被害率でも同
じ関係となる。また，同一計測震度における切土・盛土・切盛境界の被害率については，今回用いた計測震度は
切土・盛土・切盛境界の各地盤の増幅特性を考慮していないものであるため，得られた被害率の差は盛土または
切盛境界地盤の変状の影響であると考えられる。 
 宅地造成地の防災・減災方策の課題に対しては，第1に，発災から復旧までに発生した問題を整理するととも
に，被害の教訓をとりまとめた。東北地方太平洋沖地震における仙台市の宅地造成地の被害では，平均で1戸あ
たり約4,400万円の被害額が発生した。また，多くの被災者は発災から宅地・建物を復旧し生活を再開するまで
に4年以上の避難生活を強いられたほか，被災宅地の二次災害（例えば，ひな壇の擁壁損壊）に対しては物理的
な対策の問題だけでなく，宅地所有者や周辺住民に心理的ストレスがもたらされた。 
 第2に，本研究で得られた成果をもとにして，宅地造成地の地震防災・減災方策について考察した。宅地造成
地の地震防災・減災対策を促進するためには，（1）宅地造成地の耐震性評価とリスクコミュニケーション，（2）
宅地ハザードマップの事前作成・公表の2つの課題解決が必要である。このうち，（1）の耐震性評価については，
本研究で得られた宅地造成地（切土・盛土・切盛境界）における宅地被害率および木造建物被害率，同被害率に
影響を及ぼす要因，計測震度レベルに応じた木造建物の推定被害率を用いて評価することができる。また，宅地
造成地のリスクコミュニケーションについては，上記耐震性評価に加えて，被災後に復旧に要する費用や避難生
活を含む被害規模，精神的苦痛，二次災害対応の問題等について，宅地所有者や住民等が総合的に判断するため
の情報をとりまとめた。（2）宅地ハザードマップについては，本研究成果の被害率等を根拠とすることで，切盛
図を宅地ハザードマップとすることができる。また，切盛図を公表する際は，使用した新・旧地形図と切盛図の
誤差を明示し，誰が作成しても同じ図面が得られることを示すことで，公表する自治体等へのクレームを減らす
ことができる。切盛図による宅地ハザードマップは，住民や自治体等の防災・減災活動に活用できるだけでなく，
震災後の復旧における地盤調査等の時間短縮が図れ，早期復旧や避難生活の短縮等の減災にも効果が期待できる。 
 以上のとおり，本研究では，宅地造成地の地震リスクに関する新たな知見として，宅地造成地の被害形態と被
害要因，被災地の盛土の性状等を整理して示した。また，切土・盛土・切盛境界の各地盤の宅地被害率および木
造建物被害率を様々な要因別に統計解析することで，切土・盛土・切盛境界の各地盤リスクを統計的に明らかに
した。さらに，被害規模や二次災害への対応等，東北地方太平洋沖地震での復旧を通じて得た教訓を取りまとめ
た。この結果，広域の宅地造成地（仙台市全域約68ｋｍ2）の地盤リスクを初めて把握することができた。また，
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宅地および木造建物の被害率は高い方から順に，盛土，切盛境界，切土であり，切土の被害率と比較して盛土の
被害率は2倍以上であることが明らかとなった。専門家の間では宅地造成地の盛土や切盛境界で地震被害を受け
やすいことは周知の事実であるが，一般社会に対しては切盛図を公表すると全ての盛土が危険なわけではないの
に住民の不安を煽るとか宅地取引価格の下落を招くといった理由で，これまで切盛図は作成・公表されてこなか
った。この問題に対して，本研究では，東北地方太平洋沖地震における宅地造成地被害の統計解析により，具体
的な被害率で切土・盛土・切盛境界の地盤リスクを示すことができた。また，本研究成果の被害率等を根拠とす
ることで，切盛図を宅地ハザードマップとして活用できることが明らかとなった。さらに，切盛図は誰が作成し
ても同じ図面が得られることを示すことで，公開してもクレームが発生しないことを仙台市の事例で確認できた。
このことから，切盛図を作成・公表するとともに，本研究成果の活用により，今後発生が予測されている大規模
地震に対して，住民や自治体等が宅地造成地の防災・減災活動に活用できるものと考える。 
 本研究成果で示した宅地造成地の耐震性評価とリスクコミュニケーションは，今後，地盤技術者が住民あるい
は宅地所有者等に対してリスクを説明し，リスク対策を検討する上で共通の基礎知識として活用されることが期
待される。また，宅地造成地（切土・盛土・切盛境界）における地震動（計測震度）レベルに応じた木造建物の
推定被害率(フラジリティー曲線)は，今回が初めての作成事例となる。同推定被害率は，今後の各自治体等の地震
被害想定において，宅地造成地の木造建物被害推定に貢献できるものである。 
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